
 

 

                                                令和６年度公表  

 

       ※特別職、パートタイム会計年度任用職員は含みません。 

 

（１）採用の状況 （各年４月１日現在）                                     （単位：人） 

 一般事務職 保健師 司書 技労職 計 

令和６年度 ２ ３ ２ ０ ７ 

令和５年度 １２ １ ０ １ １４ 

 

 

（２）退職の状況                                                  （単位：人） 

 定年退職 勧奨退職 自己都合退職 割愛・退職派遣 その他 計 

令和５年度 ０ ２ ５ ２ ２ １１ 

令和４年度 ３ ４ ６ ０ １ １４ 

※その他：死亡退職・分限免職・懲戒免職・失職                          

 

 

（３）職員数の推移（各年４月１日現在）                                    （単位：人） 

 ３０年 ３１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 

職 員 数 ２４９ ２４７ ２４７ ２４３ ２４２ ２４２ ２４２ 

前 年 差 ６ △２ ０ △４ △１ ０ ０ 

 

 

（４）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）                                       （単位：人） 

区  分 
職員数 対前年

増減数 
主な増減理由 

５年 ６年 

普 

通 

会 

計 

議 会 ２ ２ ０  

総務企画 ５７ ５９ ２ 
ふるさと納税係の新設、「書かない窓口」担当職

員の配置による増員 

税 務 １５ １５ ０  

民 生 ４５ ４２ △３ 保育所体制の見直しによる減員 

衛 生 ２１ ２１ ０  

農林水産 １８ １８ ０  

商 工 ５ ５ ０  

土 木 １８ １８ ０  

教 育 ３９ ４２ ３ 
歴史文化担当職員の配置、図書館司書の人員

補填による増員 

小   計 ２２０ ２２２ ２  

公
営
企
業
等
会
計 

 

水 道 ２ ２ ０  

下 水 道 ７ ７ ０  

そ の 他 １３ １１ △２ 派遣職員の期間満了等による減員 

小   計 ２２ ２０ △２  

合  計 ２４２ ２４２ ０  

 

 

 

紫波町の人事行政の運営等の状況 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 



 

 

 

 

職員の人事評価については、地方公務員法の改正により平成 28 年度から施行されましたが、紫波町では、従前

より職員の職責に応じた能力や業績、勤務成績等を評価し、昇給や勤勉手当に反映させています。 

平成28年度以降は、地方公務員法に基づく人事評価を実施することで、昇給や勤勉手当への反映にあたっては、

より公平性、透明性を確保し、人材育成につながる評価を行っています。 

 

 

 

 

 

（１） 人件費の状況（令和５年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 
(令和５年度末) 

歳出額(Ａ) 職員人件費（Ｂ） 人件費率 
（Ｂ／Ａ） 

３２，７１７人 １５，１１８，９１９千円  １，７８６，５１９千円 １１．８％ 

※町長などの特別職と一般職の職員に支払われた人件費。下水道などの公営企業等職員、各種 

委員、パートタイム会計年度任用職員などに支払われた人件費は含んでいません。 

 

 

（２）給与費の状況（普通会計決算） 

年 度 
職員数

(Ａ) 

給与費 一人当り 

給与費(B/A) 給料 職員手当 計（Ｂ） 

５年度 ２２２人 ７８５,６１５千円 ４６３,８６３千円 １,２４９,４７８千円 ５,６２８千円 

４年度 ２２０人 ８０１,４２８千円 ４５０,８７３千円 1,２５２,３０１千円 ５,６９２千円 

※給与費は、一般職の職員に対する給料、扶養手当及び期末・勤勉手当などの諸手当に要する経 

費で、町長などの特別職、公営企業等職員、パートタイム会計年度任用職員などの分は含んでいません。 

※共済組合の負担金、退職手当は含んでいません。 

 

 

（３）平均給料と平均年齢の状況 

職 種 
紫波町（令和６年４月１日現在） 国（令和５年４月１日現在） 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 ３０８，３００円 ４１．８歳 ３２２，４８７円 ４２．４歳 

技能労務職 ３３２，１００円 ５４．７歳 ２８６，９４２円 ５１．２歳 

※平均給料月額：基本給の平均                     

※技能労務職：用務員、運転手、調理師 

 

 

（４）初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

区   分 初 任 給 

一般行政職 
大学卒 １９６,２００円 

高校卒 １６６,６００円 

技能労務職 高校卒 １６４,０００円 

２．人事評価の状況 

３．職員の給与の状況 



 

（５）職員手当の状況 
①期末・勤勉手当（令和６年４月現在） 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

※支給割合は国と同じ 
 
 

②時間外等勤務手当（令和５年度・普通会計決算） 

令和５年度 
支 給 総 額 ５９，１２３ 千円 

支給対象職員一人当り支給年額 ３１７ 千円 

令和４年度 
支 給 総 額 ６２，２３２ 千円 

支給対象職員一人当り支給年額 ３３６ 千円 

 
 

③特殊勤務手当（令和５年度･普通会計決算） 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ８．６ ％ 

支 給 対 象 職 員 の 平 均 支 給 年 額 ２３，５３７ 円 

手 当 の 種 類 ８ 種類 

主 な 手 当 の 名 称 税務手当、道路上作業手当 等 

※著しく困難な仕事などに携わる職員に支給 

 

 

④扶養･住居･通勤手当（令和６年４月１日現在） 

区 分 内           容 

扶養手当 

配 偶 者 月額   ６,５００ 円 

       子 月額  １０,０００ 円 

父 母 等 月額   ６,５００ 円 

１ ６歳～２ ２歳の子に対する  
加 算 額 月額   ５,０００ 円 

住居手当 月額 16,000 円以上の家賃支払者 限度額 28,000 円とし家賃の額に応じて支給 

通勤手当 

自 家 用 車 等 使 用 者 限度額 29,800 円とし通勤距離に応じて支給 

交 通 機 関 利 用 者 限度額 45,000 円とし運賃の額に応じて支給 

     ※通勤手当は、通勤距離が片道２㎞以上の職員に対して支給

区分 ６月期 １２月期 計 

期末手当 １．２２５月分 １．２２５月分 ２．４５０月分 

勤勉手当 １．０２５月分 １．０２５月分 ２．０５０月分 



（６）特別職の報酬等の状況（令和６年４月現在） 

区 分 報酬など月額 期末手当 

町  長 ７８０,０００円 

６月期 

１２月期 

  計 

１．７００月分 

１．７００月分 

３．４００月分 

副町長 ６１０,０００円 

教育長 ５７５,０００円 

議  長 ４１０,０００円 

副議長 ３５０,０００円 

議  員 ３００,０００円 

    

    

 

 

（１）勤務時間（令和６年４月１日現在） 

勤務時間 休憩時間 

午前８時３０分～午後５時１５分 午後０時～午後１時 

       ※勤務場所や職種によって異なる場合があります。 

 

 

（２）主な休暇、休業の種類と概要（令和６年４月１日現在） 

種  類 概   要 日数・期間 

年 次 休 暇 １年ごとに付与される休暇 ２０日（前年繰越含み最高４０日） 

病 気 休 暇 負傷・疾病のため療養する場合の休暇 
３月以内（特に必要と認められる場合は

６月以内、結核性疾患は１年以内） 

特 
 

別 
 

休 
 

暇 
公 の 職 務 

裁判員、証人等として裁判所、その他

官公署等へ出頭するための休暇 
必要な期間 

予 防 接 種 
認められた種類の予防接種を受ける

ための休暇（新型コロナウイルス等） 
必要な期間 

職員の結婚 結婚に伴う行事等のための休暇 連続する７日以内（週休日等を含む） 

不 妊 治 療 不妊治療のための通院等に伴う休暇 
年５日以内(体外受精、顕微授精に係る

治療は１０日以内) 

職員の出産 
出産前の休暇 

予定日６週間（母性保護のため必要があ

る場合にあっては８週間、多胎妊娠の場

合１４週間）前から出産までの期間 

出産後の休暇 出産の日の翌日から８週間 

子 の 保 育 
１歳に達しない子を保育するための休

暇 
１日２回それぞれ１時間以内 

子 の 看 護 
病気やけがをした小学校就学前の子

を看護するための休暇 

年５日以内(小学校就学前の子が２人以

上の場合は１０日以内) 

妻 の 出 産 職員の妻の出産に伴う休暇 ２日以内 

子 の 養 育 

妻が出産する場合に、当該出産に係る

子又は小学校就学前の子を養育する

場合の休暇 

出産予定日の６週間（母性保護のため

必要がある場合にあっては８週間、多胎

妊娠の場合１４週間）前から出産後１年

を経過する日までの期間の５日以内 

４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況 



 

種  類 概   要 日数・期間 

 

夏 季 休 暇 
心身の健康維持や家庭生活の充実の

ための休暇 
６月から９月までの期間内の４日以内 

短 期 介 護 

休 暇 

配偶者、父母、子等の介護や、通院の

付き添い等の必要な世話をするため

の休暇 

年５日(要介護者が２人以上の場合は１

０日) 

親族の死亡 

配偶者 １０日以内 

父母 ７日以内 

子 ５日以内 

祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母 ３日以内 

その他 １日 

災 害 時 

通 勤 困 難 

災害や交通機関の事故などで、出勤

が困難なときの休暇 

※感染症（新型コロナウイルス等） 

蔓延を防ぐ目的の休暇も含む 

必要な期間 

介 護 休 暇 
配偶者・父母・子・配偶者の父母などを

２週間以上介護する場合の休暇 
通算６月以内（３回まで分割） 

介 護 時 間 
配偶者・父母・子・配偶者の父母などを

介護する場合 
連続する３年以内（１日２時間以内） 

育 児 休 業 ３歳に満たない子を養育する場合 子が３歳に達する日までの必要な期間 

育児短時間勤務 小学校就学前の子を養育する場合 
１日３時間５５分･週５日勤務 

１日７時間４５分・週３日勤務 等 

育児部分休業 小学校就学前の子を養育する場合 １日２時間以内 

高齢者部分休業 
加齢による諸事情の対応、地域貢献

等のための休暇 
勤務時間の２分の１以内 

 

 

（３）年次有給休暇の取得状況（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日） 

一人当り平均取得日数 １１．２日 

 

 

（４）育児休業の取得状況（令和５年度新規取得） 

区分 男性 女性 計 

取 得 者 数 １人 ３人 ４人 

 

 

 

 

 

（１） 分限処分  休  職  ７名 （病気） 

 

（２） 懲戒処分  免  職  １名 （道路交通法違反） 

 

 

５．職員の分限及び懲戒処分の状況 

 



 

 

（１）職務専念義務免除の状況 

    職員が研修を受ける場合や人間ドック受診などの厚生事業に参加する場合には、任命権者の承認 

   を得ることにより、職務に専念する義務が免除されます。 

令和５年度 承認件数 ２９件 

 

 

（２）営利企業等従事許可状況 

    職員が営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得て事業や事務に従事したりする場合は、 

任命権者の許可を受ける必要があります。 

令和５年度 許可件数  ２８件 

 

 

 

退職時課長級以上の職員の再就職の状況 

 

令和５年度退職職員                                           （単位：人） 

再就職した者 
再就職 

しない者 

不明で 

ある者 
計 

国 
地方公共

団体 

非営利 

法人 

営利 

法人 
自営業 

０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

 

 

 令和４年度退職職員                                           （単位：人） 

再就職した者 
再就職 

しない者 

不明で 

ある者 
計 

国 
地方公共

団体 

非営利 

法人 

営利 

法人 
自営業 

０ １ ０ ０ ２ ０ ０ ３ 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 研  修  名 期 間 受講者数 

市
町
村
職
員
研
修
協
議
会 

一
般
研
修 

新規採用職員研修（前期） ３日 ７人 

新規採用職員研修（後期） ３日 ６人 

一般職員研修基礎Ⅰ ３日 ３人 

一般職員研修基礎Ⅱ ３日 ６人 

一般職員研修基礎Ⅲ ３日 １１人 

監督者級研修 ３日 ５人 

管理者級研修 ２日 ２人 

６．職員の服務の状況 

 

７．退職管理の状況 

８．職員の研修の状況 



 

 

 

区 分 研  修  名 期 間 受講者数 

市
町
村
職
員
研
修
協
議
会 

専
門
研
修 

契約事務研修 １日 ９人 

財務事務研修 ３日 １人 

公営企業事務研修 ２日 １人 

税務事務研修 ２日 ３人 

法規事務研修 ２日 １人 

財産管理事務研修 １日 １人 

広報担当者研修 １日 ２人 

特
別
研
修 

政策形成講座 ３日 ４人 

政策法務講座 ２日 ５人 

人事評価研修  ２日 １人 

メンタルヘルス研修 １日 １人 

管理者級能力開発講座 ２日 ４人 

監督者級選択講座（OJT・コーチング） ２日 １人 

監督者級選択講座（ファシリテーション） １日 ８人 

中堅職員能力向上講座 ５日 １人 

リーダー養成研修 １日 １人 

そ
の
他 

パソコン研修（ワードテクニック) １日 １人 

パソコン研修（アクセス基礎） ２日 １人 

市町村職員行政調査研修（まちづくりコース） ２日 １人 

市町村職員行政調査研修（教育支援コース） ２日 １人 

管理者等特別研修「コンプライアンス・ハラスメント研修」 １日 １人 

管理者等特別研修「危機管理」 １日 ２人 

職員特別研修「ストレスマネジメント研修」 １日 １人 

選択研修「説明力向上研修」 ２日 １人 

選択研修「クレーム対応能力向上研修」 ２日 ２人 

第 11 回主任級職員研修 ２６日 １人 

地域運営組織の形成と運営 ５日 １人 

法務能力向上研修（法務実務研究セミナー） ２日 ３人 

安全衛生推進者養成講習 ２日 １人 

基礎から学ぶ予算編成と予算執行管理 

（ＮＯＭＡ行政管理講座） 
２日 １人 

地方創生実践塾 in 岩手県紫波町 １日 １０人 

冬道安全運転講習会 １日 ３人 

データ利活用スキル形成研修 ２日 ２人 

職
場
内
研
修 

新規採用職員研修 ６日 １４人 

主任級研修「行政手続制度研修」 ３日 ４５人 

部課長研修 ４日 ２６人 

管理職研修 １日 ２９人 

ファイリングシステム研修 １日 １０人 

係長級研修「法務能力向上研修」 １日 ９人 

ハラスメント防止研修 １日 ４２人 

個人情報保護等制度研修 １日 １３人 

アサーティブ・コミュニケーション研修 １日 ２９人 

精神・発達障害者しごとサポーター養成講座 １日 １０人 



 

 

（１）健康診断の状況（令和５年度実績） 

区   分 対象者数 受診者数 受診率 

生 活 習 慣 病 予 防 健 診 ２４５人 ２３７人 ９６．７％ 

胃 が ん 検 診 ( ３ ５ 歳 以 上 ) １７８人 １０２人 ５７．３％ 

人間ドック(35・40・45・50・55・60 歳) ３２人 １１人 ３４．４％ 

    ※人間ドック対象者は、紫波町職員互助会の助成対象としている職員を計上しています。 

 

（２）公務災害補償の状況 

     職員が公務上の災害（負傷、疾病、傷害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合、地方公務員 

災害補償法に基づいて、その災害による損害の補填（補償）がなされます。 

令和５年度 認定件数 １件 

 

（３）福利厚生の状況 
地方公務員法第４２条に基づく町職員互助会の他に、県市町村職員健康福利機構に加入し、 

職員の健康管理事業などの福利厚生事業を行っています。町職員互助会の経費は、職員からの 
会費と町の補助金で運営され、給付事業はすべて職員会費のみで行っています。 
 
紫波町職員互助会経費の内訳 

 職員会費 町補助金 

令和５年度 １，１４２，３８０円 ３７０，２３８円 

令和４年度 ８０５，９０１円 ２７７，６４１円 

 

（４）公平委員会に係る業務の状況 

   令和５年度において、勤務条件に関する措置の要求や不利益処分に関する不服申立てなどは 

ありませんでした。 

９．職員の福祉及び利益保護・福利厚生事業の状況 

 


